
 

  

 
 

 

 
 
 

県内市町村等の令和５年度決算に係る 

健全化判断比率等（暫定値）の公表 

 

県内市町村及び公営企業会計を有する一部事務組合から、財政健全化法に基づく令和５年

度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率（暫定値）の報告がありましたので、その概

要を取りまとめました。 
 

１ 健全化判断比率の概要 

 

 

※ 団体別の比率、健全化判断基準については別紙１のとおり 

（１）実質赤字比率 

県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はなく、実質赤字がある団体もありませ

んでした。 

（２）連結実質赤字比率 

県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はなく、連結実質赤字がある団体もあ

りませんでした。 

（３）実質公債費比率 

県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はなく、起債時に許可を要する水準の

18％以上となる団体もありませんでした。 

（４）将来負担比率 

県内市町村で、早期健全化基準以上となる団体はありませんでした。 
 

２ 資金不足比率の概要 

 

 

 

 

※ 資金の不足額が生じている公営企業会計の資金不足比率は、別紙２のとおり 

（資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定。対象となる会計数は 97） 

※ 過去５年の健全化判断比率等の推移は、別紙３のとおり 

和歌山県 資料提供 

令和６年９月３０日 

○ 県内全団体が早期健全化基準未満 

○ 県内市町村等が経営する公営企業会計において、資金の不足額が生じている 

のは、１会計 

（連絡先） 

総務部 総務管理局 市町村課 財政班 

担 当：原、池田 

電 話：073-441-2196  

内 線：2176 

 



 

  

別紙１ 

令和５年度決算 財政健全化指標【暫定値】 

 



 

  

 

別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度決算　公営企業資金不足比率【暫定値】

※資金不足額が生じている公営企業会計のみ

単位：千円

市町村等名 事業名 特別会計名
資金不足額

（A）
事業の規模

（Ｂ）
資金不足比率

（A／Ｂ）
経営健全化

基準
資金不足額が発生した主な要因

有田市 病院 病院事業会計 236,359 2,041,433 11.5% 20.0%

令和５年度の指定管理者制度への移行により、職員が退
職となったため、令和４年度末、退職職員に対し、退職手
当を支給したことによる退職手当債の発行に係る起債残高
の影響によるもの。

※資金不足比率が経営健全化基準（20.0%）以上の場合、公営企業会計に係る「経営健全化計画」の策定が必要



 

  

別紙３ 

 

 


